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【主な収録内容】
論説

一橋大学大学院法学研究科教授山本和彦
弁護士櫻井美幸
弁護士平岡    敦
最高裁判所事務総局家庭局第一課長戸苅左近

◆ 〈令和３年改正民法の実務①〉新しい所有者不明土地等管理制度の実務運用について
齋藤　毅（日本司法書士会連合会不動産登記法改正等対策部  部委員・司法書士）

民事裁判手続ＩＴ化の経緯と現状、
家事事件ＩＴ化後に実務家に求められる対応や
システム構築上の課題、家事調停における
ウェブ会議の運用と課題について解説。

◆ 民事執行法197条１項２号に該当する事由があるとしてされた財産開示手続の実施決定に対する
　 執行抗告において請求債権の不存在又は消滅を執行抗告の理由とすることの許否
（最一小決令和 4年 10 月 6日） 

◆ 離婚を認容する判決において，財産分与として，夫婦が同居中から飼育する犬の帰属につき判断
　 するとともに，財産分与の扶養的要素を考慮して，飼育費用を負担させる趣旨で定期金の支払が
　 命じられた事例
（福岡家久留米支判令和２年９月 24 日）

◆ 家庭裁判所事件の概況⑴─家事事件─ 
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